
令
和
２
年
度

決
算
を
お
知

ら
せ
し
ま
す

一
般
会
計
決
算
の
状
況

　
令
和
２
年
度
の
一
般
会
計
の
実

質
収
支
は
、
約
５
０
０
０
万
円
の

黒
字
と
な
り
ま
し
た
。

　
歳
入
は
、
特
別
定
額
給
付
金
の

実
施
に
伴
う
国
庫
補
助
金
の
増
加

な
ど
に
よ
り
増
加
し
ま
し
た
が
、

税
制
改
正
の
影
響
な
ど
に
よ
り
市

税
収
入
は
減
少
し
ま
し
た
。

　
歳
出
は
、
子
育
て
世
帯
に
対
す

る
給
付
金
を
は
じ
め
と
し
た
各
種

新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
対

策
事
業
に
加
え
、
朝
宮
公
園
陸
上

競
技
場
の
整
備
、
学
生
医
療
費
の

助
成
な
ど
、「
暮
ら
し
や
す
さ
と
幸

せ
を
つ
な
ぐ
ま
ち  

か
す
が
い
」
の

実
現
に
取
り
組
み
ま
し
た
。
　

　
令
和
２
年
度
の
各
会
計
の
決
算
の

状
況
と
、
そ
れ
に
基
づ
く
財
政
健
全

化
判
断
比
率
な
ど
に
つ
い
て
お
知
ら

せ
し
ま
す
。 

※

各
数
値
に
つ
い
て
は
、
表
示
単
位

　
未
満
を
四
捨
五
入
し
て
い
ま
す
。

問
い
合
わ
せ

財
政
課
（
☎
８
５
ー
６
６
０
８
）

自主財
源

 610.8

歳入
1399.2

市税
515.0

個人市民税
199.2

法人市民税
21.8

固定資産税
212.1

軽自動車税
5.9

事業所税
17.8

都市計画税
41.7

その他
95.8

国庫・県支出金
600.9

市債
82.2

譲与税・
　交付金
　88.4

地方交付税
16.9

歳出
1393.7

人件費
170.7

扶助費
283.8

公債費
82.4

普通建設事業費
145.2

繰出金
123.9

物件費
138.0

補助費等
401.5

その他
48.3

義務的
経費

536.9

投資的
経費

145.2

その他の
経費

711.6

歳入
　新築家屋の増加などにより固定資産税は増
加しましたが、税制改正の影響などにより法
人市民税が減少し、市税全体では前年度比約
8.0 億円の減収となりました。

市税の減少

　新型コロナウイルス感染症対策として実施
した特別定額給付金の支給などに伴い、前年
度に比べ、国庫・県支出金が約 383.6 億円増
加しました。

特定財源    の増加

　市税収入の減少に伴い、施策実施に必要な財
源を確保するため、財政調整基金から 8.0 億円
を繰り入れました。

財政調整基金    の繰り入れ

歳出（性質別）
　新型コロナウイルス感染症対策として実施
した特別定額給付金の支給などに伴い、約
325.0 億円増加しました。

補助費等の増加

　朝宮公園整備、JR 春日井駅周辺整備などに
より、約 44.9 億円増加しました。

普通建設事業費の増加

　かすがい新生児特別給付金、かすがい子育
て生活支援金の支給などにより、約 12.9 億
円増加しました。

扶助費の増加

( 単位：億円 )

( 単位：億円 )

依存財
源

78
8.4

※2

※2 年度間の財源の不均衡を調整するための積立金

※1

※1 使い道が決まった財源

市たばこ税
16.5
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歳出（目的別）

・元金 78.4 億円
・利子 4.1 億円

公債費

・小中学校校舎等小工事 15.4 億円
　ICT教育環境整備工事などを実施
しました。

・学校給食調理等 12.8 億円
　給食調理などの食育推進事業を
実施しました。

・朝宮公園整備 12.0 億円
　陸上競技場整備工事などを実施
しました。

教育費
・雨水流出抑制対策 16.6 億円

　熊野桜佐地区雨水１号調整池築
造工事などを実施しました。

・JR 春日井駅周辺整備 12.7 億円
　JR 春日井駅南東地区の市街地整
備のため、再開発組合へ補助金を
交付しました。

・熊野桜佐土地区画整理事業 10.0 億円
　熊野桜佐地区において、組合施
行による土地区画整理事業を進め
ています。

土木費

・（商工費）新型コロナウイルス感染
　症対策協力金 7.1 億円

　愛知県の要請を受けて休業した
中小事業者に対して、１事業者あ
たり 50 万円を支給しました。

・（労働費）勤労福祉会館小工事 3.9 億円
　勤労福祉会館研修棟・体育館大規模
改修その他工事などを実施しました。

・（消防費）消防庁舎整備 3.6 億円
　消防署建設用地の購入などを実施
しました。

その他

・財政調整基金積立金 10.7 億円
・土地開発公社経営健全化 8.3 億円
　経営健全化計画に基づき、土地開発
公社の保有土地の縮減を図りました。

・文芸館・市民会館小工事 3.4 億円
　文芸館スカイフォーラム改修そ
の他工事などを実施しました。

総務費

・特別定額給付金 312.2 億円 
　新型コロナウイルス感染症への
経済対策として、1 人につき 10 万
円を給付しました。

・児童手当 50.3 億円
・障がい者等介護給付及び訓練等給付
　49.5 億円

　居宅介護などの障がい福祉サー
ビスの給付や支援を行いました。

民生費

・感染症予防対策 10.1 億円
　定期予防接種の対象にロタウイ
ルスワクチンを追加するとともに、
任意予防接種費用の一部助成など
を実施しました。

・資源分別収集 5.1 億円
　市内全域の資源の分別収集など
を実施しました。

・健康診査等 4.9 億円
　各種健康診査、がん検診などを実
施しました。

衛生費

特
別
会
計
・
企
業
会
計

決
算
の
状
況

　
特
定
の
目
的
・
人
を
対
象
に

実
施
す
る
事
業
に
つ
い
て
、
目

的
に
沿
っ
た
収
支
を
明
確
に
す

る
た
め
一
般
会
計
と
は
別
に
経

理
す
る
も
の
で
す
。

　
令
和
元
年
度
に
引
き
続
き
、

令
和
２
年
度
に
お
い
て
も
特
別

会
計
の
決
算
は
黒
字
も
し
く
は

収
支
均
衡
と
な
り
ま
し
た
。

特
別
会
計

　
使
用
料
な
ど
の
収
入
で
経
費

を
賄
う
事
業
に
つ
い
て
、
一
般

的
な
企
業
に
類
す
る
方
法
に
よ

り
経
理
す
る
も
の
で
す
。

企
業
会
計

公共用地先行取得事業 1 億 4721 万円

春日井インター北企業用地整備事業

1 億 4721 万円

国民健康保険事業
後期高齢者医療事業
介護保険事業
介護サービス事業
民家防音事業

潮見坂平和公園事業

249 億 3131 万円 245 億 7724 万円

50 億 8318 万円 49 億 5727 万円

228 億 8180 万円 220 億 5253 万円

6158 万円 6158 万円

2323 万円2323 万円

4349 万円

1 億 1800 万円

1046 万円

1 億 1800 万円

事業名称 歳入 歳出

170 億 5826 万円

172 億 8690 万円

6 億 1417 万円

18 億 9052 万円

60 億　 13 万円

54 億   210 万円

5 億 7747 万円

15 億 8938 万円

決算額区分事業名称
収
益
的

資
本
的

資
本
的

収
益
的

収入
支出

収入

収入

収入

支出

支出

支出

市民病院事業

水道事業

70 億 6557 万円

68 億 2460 万円

69 億 8847 万円

90 億 7718 万円

決算額区分事業名称
収
益
的

資
本
的

収入
支出
収入
支出

公共下水道事業

収益的収支…経営活動全般に関する収支
資本的収支…施設の建設などに関する収支

歳出
1393.7

( 単位：億円 )

民生費
760.8
民生費
760.8

衛生費
106.0
衛生費
106.0

土木費
141.3
土木費
141.3

教育費
111.5
教育費
111.5

公債費
83.9

公債費
83.9

その他
71.5

その他
71.5

総務費
118.7
総務費
118.7
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貯
金
と
借
入
金

　
基
金
は
家
計
の
貯
金
に
当
た

り
、
災
害
な
ど
の
想
定
外
の
支

出
に
対
す
る
備
え
や
予
定
す
る

収
入
が
確
保
で
き
な
い
場
合
に

取
り
崩
し
て
使
用
す
る
他
、
特

定
の
目
的
を
達
成
す
る
た
め
に

必
要
と
な
る
財
源
と
し
て
積
み

立
て
を
行
っ
て
い
ま
す
。

基
金
残
高

…
 

１
８
０
億
円

13
億
円

⬇

　
市
債
は
家
計
の
借
入
金
に
当

た
り
、
長
期
間
使
用
す
る
公
共

施
設
な
ど
を
整
備
す
る
際
に
、

世
代
間
の
不
公
平
を
是
正
す
る

財
源
と
し
て
活
用
し
ま
す
。
今

後
も
計
画
的
な
借
入
を
行
う
こ

と
に
よ
り
、
健
全
な
財
政
運
営

に
努
め
ま
す
。

市
債
残
高

…
 

１
３
３
３
億
円

12
億
円

⬇

20
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Ｈ29 年度末 Ｈ30 年度末 R 元年度末 Ｒ2 年度末

77

52

88

64

97

70

100

80

■財政調整基金　■その他の基金

250

500

750

1000

1250

1500

790 790 777 781

453 464 467 464

87 79 71 64

30 27 24 20
27 28 6 5

■一般会計　　　■公共下水道事業会計
■病院事業会計　■水道事業会計
■その他会計

( 単位：億円 )( 単位：億円 )

決算に基づく財政健全化判断比率など
　財政健全化判断比率は、財政の早期健全化や再生の必要性を判断するための指標です。本市の指標は、
いずれも基準を超えないものとなりました。今後も、年度ごとの指標の推移や指標の算出の基礎となる
数値を分析することで財政運営の課題を明らかにし、自主的かつ計画的な財政健全化に努めます。

指標 説明 Ｈ30 R 元 Ｒ2
春日井市決算 早期健全化

基準 (※)

健 

全 

化 

判 

断 

比 

率

実質赤字比率

連結実質赤字比率

実質公債費比率

将来負担比率

一般会計などでの赤字の割合

一般会計と特別・企業会計を合わせた全
会計での赤字の割合
市の収入規模に対する借入金の返済額の
割合
市の収入規模に対する将来的に負担すべ
き金額の割合

資金不足比率
各公営企業会計での事業規模に対する資金
不足額の割合（対象事業：水道・病院・公
共下水道・春日井インター北企業用地整備）

― ― ―

― ― ―

― ― ―

25.0％

350.0％

4.2％ 4.4％ 4.8％

33.2％ 25.4％ 23.7％

実質公債費比率
　借入金の返済額が増加したことなど
により、前年度に比べ 0.4 ポイント増
加しました。

各指標の状況
将来負担比率
　土地開発公社の負債額の減少などに
より、前年度に比べ 1.7 ポイント改善
しました。

※この基準を超えると健全化に向けた取り組みが必要になります。

Ｈ29 年度末 Ｈ30 年度末 R 元年度末 Ｒ2 年度末

11.25％

16.25％

20.0％
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